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５　担当局評価 ６　評価結果

・肺がん・子宮頸がん検診については、個別
の受診勧奨を実施していくとともに、これまで
の取組により受診につながった方の傾向分析
のほか、他都市の好事例等も参考にしなが
ら、受診率向上策について検討を進める。

・尼っこ健診については、過去に受診した子ど
もの健康実態等の検証結果をもとに、事業の
実施対象や実施体制の見直しを図るととも
に、教育委員会が実施する小児生活習慣病
対策事業との役割を整理する中で、学校等と
の連携強化を図りつつ、効果的な肥満児へ
のハイリスクアプローチなどについて検討を進
める。

・未来いまカラダ戦略事業で導入している各
種検査項目については、これまでの成果や課
題の検証結果をもとに、他の事業や取組との
役割の整理など、今日的な視点で見直しを
行う。

主要事業の提案につながる項目

胃がん検診の見直し（がん検診事業）

評価と取組方針

5.4 ％ 増加 5.2 3.3 5.4 6.8
地域いきいき健康プランあまがさき策定事業

【全庁横断的な生活習慣病に係る取組の推進】
（目的）生活習慣病予防・重症化予防、介護予防の取組の推進に関連する施策の連携を図り、すべてのライフステージを対象にした総合戦略
を関係部局横断的に進めることにより、健康寿命の延伸、結果としての医療費・介護給付費の適正化を目指す。
（成果）①市としての健康増進計画である「第4次地域いきいき健康プランあまがさき」を策定し、健康寿命の延伸を全体目標として掲げ、ライフ
ステージに応じた市民や行政の取組内容をわかりやすくとりまとめた。
②健康寿命の延伸に向け、脳・心血管疾患の発症リスクとなる高血圧予防の啓発を強化するため、市内公共施設への血圧計の設置（生涯学
習プラザ等11か所）、血圧記録帳の配布（14,400冊）やイベント「食育・適塩化フェア」（10月開催、来場者数621人）を行った。（目標指標A）
（課題）①健康寿命の延伸に向け実施している各種取組について、健診・医療・介護等の客観的データを用いた分析をしっかりと行う必要があ
る。

【望ましい生活習慣を早期から獲得するための取組の推進】
（目的）望ましい生活習慣を選択できる力を早期から獲得することにより、将来の生活習慣病の発症、重症化予防を目指す。
（成果）③尼っこ健診の受診率は、11歳は令和4年度より4.4％減、14歳は2.6％増であった。また、立花中学校において出前形式による健診
を実施した結果、当該学校の児童生徒の合計受診率は、地域会場での受診者を含めて49.8％（うち出前受診率41.3％）で、14歳全体の受
診率と比較して21.0ポイントも高く、出前健診により大幅な受診率の向上が図れた。尼っこ健診受診者のうち小児生活習慣病対策事業対象で
肥満度30％以上の児童生徒について学校へその結果を伝える情報提供書に学校からの返信欄を設け、生活習慣の改善が継続できるよう学
校との情報共有や連携を強化した（返信率25.0％）。
④事業開始以降の蓄積データを分析した結果、14歳の受診者で11歳時に受診履歴がある児童生徒の方が、11歳時の受診履歴のない児童
生徒に比べると、肥満の割合が少ないことから、より健康であると推測される。（目標指標B）
（課題）③受診率向上に向けて、教育委員会事務局との更なる連携を強化し、出前健診の回数を増やす必要がある。
④肥満の児童生徒を対象に教育委員会で実施している小児生活習慣病対策事業との役割の整理などの事業見直しが必要である。
　
【各種健・検診事業等を通じた重症化予防の推進】
（目的）各種健・検診事業等を通じた、生活習慣改善や疾病の早期発見・治療による生活習慣病の発症、重症化予防を目指す。
（成果）⑤特定健診の未受診者を過去の受診履歴をもとに4層のセグメントに分けて受診勧奨ハガキを送付する際、案内内容を伝わりやすい
内容に変えた結果、国保の新規加入者層の受診者数が集団健診会場で増加した。（目標指標C・D）
⑥がん検診については、個別受診勧奨はがきを送付した年齢層の検診受診率の有効性が高いことから、送付対象者を令和4年度の50・60歳
に加えて、45歳・55歳にも送付することで、本市がん検診の普及・啓発に努めた。（目標指標E）
（課題）⑤集団健診での受診者は6,402人→6,459人と令和4年度より57人、0.5ポイント微増したが、医療機関での受診者が減っている。令和
4年度に市民対象に実施した健康づくりアンケート調査では、未受診の理由が「医者にかかっているから」が3割を超えているため、医療機関で
の健診受診者を増やす取組が必要である。
⑥がん検診の必要性をどのように周知するかが課題である。肺がん検診については、胸部関連疾患が多い本市の特徴から、男女ともに5つの
がんの中で最も死亡率が高い状況にある。また子宮頸がん検診についても、子育て世代である20歳代の受診率が低い状況にあり、ともにがん
検診の受診率向上が必要である。

【各種健・検診事業等を通じた介護予防の推進】
（目的）生活習慣病の重症化予防や介護予防の取組により、介護を要する状態になることや、重症化の予防を目指す。
（成果）⑦未来いまカラダ戦略事業の一つである認知症対策事業（もの忘れチェックを実施）では、令和5年度の受診者198人中、認知症の疑
いの者は5人で、全員に家庭訪問等で医療機関受診の勧奨等保健指導を行った結果、1名がアルツハイマー型老年認知症と診断され、治療
開始につなげた。
⑧高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業では、つどいの場への保健師等による積極的な介入（百歳体操・サロン等 207団体）や
健康状態不明者（健診・医療・介護未利用者 633人）への家庭訪問を継続実施し、支援が必要な人を適切なサービスにつなげたのは2人、
健診受診につなげたのは22人である。
（課題）⑦事業開始年度の平成28年度は1,519人受診していたが、その後は減少傾向にある。また、集団健診会場で健診と同時実施している
ため、個別面談の場所やもの忘れチェックを実施する健診業者の確保も困難な状況にある。健診以外の場でより幅広くスクリーニングでき、認
知症の早期発見や早期治療につながる仕組みづくりを検討する必要がある。
⑧医療介護情報や令和3年度からの事業実施で得られた高齢者の質問票等のデータからは、口腔機能低下者は栄養不良や運動機能低下
が疑われる確率が比較的高いことや生活習慣病の治療中断者は要介護状態となる確率が高い傾向にあることがわかったため、引き続き、事
業実績を評価し、効果的な取組につなげていく必要がある。

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和5年度実施内容を記載) 令和6年度の取組
【全庁横断的な生活習慣病に係る取組の推進】
①各種評価指標等に基づく地域いきいき健康プランあまがさきの進捗管理を行うと
ともに、健診や医療費データ等を用いた生活習慣病予防等に関する取組の評価、
分析を進める。また、その評価、分析にあたっては生活習慣病の予防に向けた取
組を推進していくために設置していた「ヘルスアップ尼崎戦略推進会議」を発展的
に解消し、「いきいき健康プランあまがさき庁内推進会議」において検証を行ってい
く。

【望ましい生活習慣を早期から獲得するための取組の推進】
③実施結果を踏まえた効果検証をするとともに、受診率向上に向けて、教育委員
会及び学校現場の協力を得た上で、出前健診の実施校を増やす。
④これまでの実施結果を踏まえた効果検証を行い、事業の見直しを進める。

【各種健・検診事業等を通じた重症化予防の推進】
⑤受診勧奨ハガキを送付した直後は健診の予約者が増加しているため、引き続
き、効果が期待できる送付対象者に個別勧奨通知を送付する。また、医療機関で
の受診者が伸び悩んでいるため、医師会と連携し、かかりつけ医での受診率を高め
ていくために、更なる働きかけを実施していく。
⑥各がん検診については、市民の利便性に配慮し、特定健診とのセット受診などを
促していくとともに、肺がん・子宮頸がん検診については、特定の年齢層に絞った働
きかけを強化していくなど、更なる受診率向上に向けた取組を検討していく。

【各種健・検診事業等を通じた介護予防の推進】
⑦認知症予防対策事業を含めた未来いまカラダ戦略事業全体の5事業について、
実績や成果、課題など全体を振り返りながら、効果の低い事業の見直しを検討す
る。
⑧従来の取組に加え、口腔機能低下予防に関する取組を強化するとともに、糖尿
病治療中断者への介入を開始する。また、引き続き事業実施により得られたデータ
等に基づく評価や課題分析を行い、関連事業との連携も含めたより効果的な取組
について検討を進める。

6.4E
がん検診の受診率
（肺がん検診受診率）

↑

多剤服薬者への服薬情報の提供（高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業）

肺がん検診の受診機会の拡充（がん検診事業）
31.6 ％ 60.0 35.1 25.4 31.6 29.3 30.4

B 尼っこ健診受診率 ↑

男△1.55
女△3.39

歳
平均寿命の増加分
を上回る健康寿命の

増加

男△1.57
女△3.59

男△1.63
女△3.59

男△1.55
女△3.39

11歳37.6
14歳26.8

％

D 保健指導実施率 ↑

　令和6年度　主要事業名

主担当局 保健局

C 特定健診受診率 ↑

A
健康寿命の延伸
（健康寿命と平均寿命の差）

↑

31.4 ％
令和4年度　主要事業名

口腔衛生事業の見直し

「高血圧ゼロのまち」推進事業（生活習慣病予防ガイドライン推進事業）

未来いまカラダ戦略事業（生活習慣病予防ガイドライン推進事業）の見直し

基準値
（R3）

目標値
（R9）

実績値
R1 R2 R3 R4 R5

31.4 31.3
30.7

（速報値）

-

11歳31.3
14歳28.8

男△1.50
女△3.29

健康支援
08 01令和6年度　施策評価表（令和5年度決算評価）

　令和5年度　主要事業名方向
指　標　名

施策名 08 健康支援 展開方向 01
生活習慣病予防対策（ライフステージに応じた健康づくりへの
支援）

11歳50.0
14歳30.0

11歳34.1
14歳25.6

11歳37.3
14歳24.1

11歳37.6
14歳26.8

11歳35.7
14歳26.2

60.0 31.4 26.9

83.46

83.72

83.47

83.36

83.32

78.44

78.48

78.72

78.59

78.57

86.92

87.31

87.06

86.75

86.61

80.04

80.05

80.35

80.14

80.07

74 76 78 80 82 84 86 88 90

H30

R1

R2

R3

R4

H30

R1

R2

R3

R4

健康寿命の延伸（健康寿命と平均寿命の差）

平均寿命 健康寿命

男性

女性

（歳）

1.50

1.55

1.63

1.57

1.60

3.29

3.39

3.59

3.59

3.46
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５　担当局評価 ６　評価結果

※指標Bについて、令和4年度は尼崎市健康づくりアンケート調査、令和5年度は市民意識調査の数値を用いている。

R1 R2 R3 R4 R5

16.6 21.5

健康支援
08 02令和6年度　施策評価表（令和5年度決算評価）

　令和5年度　主要事業名方向
指　標　名

施策名 08 健康支援 展開方向 02
地域や団体などと取り組む健康づくり（ライフステージに応じた
健康づくりへの支援）

75.0 － － － 72.7

16.1 13.4 16.2 17.7

72.8

70.2

72.3

　令和6年度　主要事業名
心のサポーター養成講座の実施（精神保健事業）

主担当局 保健局

C
自殺による死亡率
（人口10万人対）

↓

A
自分が健康であると感じている市民の
割合

↑

16.6 人
令和4年度　主要事業名

常時在宅人工呼吸器非常用バッテリー整備事業

たばこ対策推進事業
子ども食堂における食育の取組の実施（食育推進事業）

石綿ばく露胸部CT検査助成事業

基準値
（R3）

目標値
（R9）

実績値

B 食育に関心がある人の割合 ↑

74.4 ％ 100.0 72.3 72.5 74.4

72.7
（R4）

％

・若年層の自殺対策については、自殺関連行
動事案や自殺に係る統計情報などを活用し、
それら内容を関係部局間で共有していくととも
に、引き続き、連携の強化を図りながら、自殺
念慮を持った人に適切に対応できるよう取組
を推進していく。

・過料徴収等を盛り込んだたばこ対策推進条
例の改正を予定している中、関係部局間で連
携しながら、喫煙や受動喫煙による健康への
悪影響の理解促進など、各種取組を進める。

・アスベスト対策として行う国の読影調査事業
が5年間の最終年度を迎えることから、国の
動向を注視し関係自治体と連携を図りなが
ら、健康管理制度の構築に向け、国へ要望し
ていく。

・また、患者やその家族が安心して療養生活
が送れるよう、患者会と情報共有等を図りな
がら、石綿健康被害救済制度の充実につい
ても、引き続き機会を捉え、国へ要望してい
く。

評価と取組方針
【健康行動を促すまちづくりの推進】
（目的）健康寿命の延伸のため、市・市民及び事業者等が連携し健康づくりの取組を促進させる施策を推進し、誰もが健康行動を起こすことが
できる環境づくりを目指す。
（成果）①未来いまカラダポイント事業について、ガイドブックや健康イベント等で広報を行った結果、健康行動が定着したと考えられる人（継続
特典チケットを10枚貯めた方）の数が、令和4年度1,000人→令和5年度1,176人に増加した。また、市民の健康づくりと市内経済の活性化を
目的としたSDGｓポイント（健康行動を行った場合に付与するあま咲きコイン）については、事業参加者数の増加を狙って付与ポイントの引き上げ
（各種健診受診20→100ポイント（円））を行い、付与人数が令和4年度2,679人→令和5年度5,130人に増加した。
（課題）①健康行動が定着したと考えられる人やSDGｓポイントの付与人数は増えているものの、事業参加者は60～70代が多く、若年層を中心
とした新規の事業参加者を増やすため、事業の周知や広報手段についての見直しが必要である。

【たばこ対策の推進】
（目的）喫煙による健康への影響の理解を深め、禁煙を希望する人の支援を行うとともに、受動喫煙を防止する。
（成果）②母子健康手帳交付時の面接や、1歳6ヵ月健診の際にチラシを配布し、たばこの健康影響について乳幼児を持つ親への保健指導を
行った。また、集団健診受診者等で禁煙相談事業を利用した結果、17人中5人が禁煙につながった。
（課題）②「第4次地域いきいき健康プランあまがさき」において20歳以上の喫煙率は令和4年度時点で15.1％に対し、幼児がいる家庭で喫煙
者がいる世帯の割合は31.7％と高い傾向にあるため、喫煙や受動喫煙による健康への悪影響について情報発信などを進める必要がある。

【食育の推進】
（目的）生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむ食育を推進する。
（成果）③中高生の朝食の喫食率や39歳以下の「主食・主菜・副菜」が揃った食事の摂取割合が低いといった課題解決に向け、市民の食育
実践につなげるツールとして、クックパッド「あまがさきの食　アマメシ」（R5.3開設～R6.3時点、延べアクセス数239,000回、67品レシピ掲載）に
よる情報発信を行った。また、公立幼稚園や学校等と連携し、地産地消や災害時の食の備え等をテーマに調理・試食体験を取り入れた講座
実施（前年度実績より8回、175人増加）に取り組んだ。他分野と合わせた参加型イベント（歯と口の健康フェスタ421人、食育・適塩化フェア
621人）を行い、食育に無関心な層にもアプローチを行った。令和5年度からは子ども食堂における野菜等食材購入の補助事業を開始し3団体
に助成したほか、これまで直接のつながりがなかった尼崎こども食堂ネットワークとの連携により、市内43団体全てに食育の情報発信が可能と
なり、研修等で24団体に対して直接の啓発を行ったことで、市内の食育活動の充実につながった。（目標指標B）
（課題）③野菜等食材購入の補助事業については、食育講座の実施もしくはクックパッドへのレシピ掲載を必須要件としていたことから、申請実
績が低調となったため、より多くの団体が食育活動に取り組めるよう、要件の見直しが必要である。

【心と体の健康回復や療養のための支援】
（目的）精神疾患・難病患者等に係る相談・支援体制の整備によるこころとからだの健康回復や療養のための支援を行う。
（成果）④「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進会議」を3回開催し、会議では具体的事例を活用しながら各機関の支援内
容の共有を行ったが、連携の必要性など、認識の違いがわかった。メンタルヘルスの問題を抱える人の身近な相談者となるよう国の試行事業
である「心のサポーター養成講座」に参加しサポ－ターを養成した（3回実施、30人認定）。
⑤自殺リスクに気づき、自殺念慮を持った人に適切に対応できる人材を育成するため、市民や教職員等にゲートキーパー研修を行った（10回
実施、304人参加）。思春期の自殺関連行動事案に対しては、関係部局間で実際の事例を基に自殺関連行動の段階に応じた役割、連携方
法について整理を行い、各機関の役割等を一覧表にまとめた（思春期相談対応ケース件数　令和5年度 148件実施）。（目標指標C）
⑥常時在宅人工呼吸器使用者が、災害等による長期間の停電発生時に在宅避難ができる環境を確保できるよう、新規事業として「非常用外
部バッテリー整備事業」を実施し、9人に費用助成を行うことができた。更に有事の際、かかりつけ病院以外の病院においても、受け入れが可能
となるよう担当者会議（全体会議2回、AGMC個別会議2回）を開催した。
⑦アスベスト検診の受診者数は、398人と昨年度（399人）と同水準を確保できた。新たに石綿関連疾患の早期発見等を図るため、「石綿ばく
露胸部CT検査費用助成事業」を実施し、36人に助成を行った。また、アスベスト問題を風化させないため、アスベスト患者と家族の会とともに
全市域にて写真展を開催した。更に、「アスベストに関する疫学調査」の論文が公表されたことを受け、セミナーを開催し、広く市民に周知した。
（課題）④協議を重ねてきたが、依然として関係機関の連携の必要性などにおいて、意識の隔たりがある。
⑤高齢者や生活困窮者の自殺が多いという本市の現状を踏まえ、引き続き、研修や啓発の必要がある。若年層の自殺対策として、関係部局
との連携継続に向け協議や情報交換を行うとともに、長期休暇明けに児童・生徒の自殺リスクが高くなるという実態に基づき、夏休み明けの対
策を関係部局だけでなく若年層の意見も取り入れながら実施していく必要がある。
⑥担当者会議では、有事の際の病院間の連携について概ね同意を得たものの、具体的な制度構築にあたっては対象者の病状把握の方法
や、受け入れの優先順位の決定方法、満床時の対応など、様々な問題が提起されているため、協議が必要となっている。
⑦石綿読影調査事業が最終年度を迎えることから、国の今後の考え方について情報収集に努めるとともに、石綿健康被害救済制度の充実や
健康管理制度の構築等について、途切れなく、国に対して声をあげていく必要がある。

これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和5年度実施内容を記載) 令和6年度の取組

D

主要事業の提案につながる項目

【健康行動を促すまちづくりの推進】
①令和5年度に実施したあま咲きコインの付与ポイントの引き上げの効果を検証し
ながら、電子地域通貨事業の所管である経済環境局とも連携を図り、若年層が多
いアプリ利用者へメールで案内を送付するなど、アプローチや広報を工夫しながら、
市民の健康行動の促進に取り組む。

【たばこ対策の推進】
②引き続き禁煙相談事業を実施するとともに、妊婦や乳幼児がいる家庭での喫煙
や受動喫煙による健康への悪影響に対する理解を促進し、計画で掲げる目標に向
けて喫煙率の減少を目指す。

【食育の推進】
③子ども食堂に対しての補助要件については、子ども食堂ネットワークの研修に参
加することを追加して選択の幅を持たせることで要件を緩和し、補助金の利用促進
につなげる。また、若年層における朝食の喫食状況や食事バランスの改善につなが
るよう、食育月間（6月・10月）や食育の日（毎月19日）を中心に幅広い分野の関係
者と連携・協働しながら、スーパーや給食施設など市民の食に関する生活場面に
おいて啓発を行い、食育への関心を高めていく。

【心と体の健康回復や療養のための支援】
④精神障害者が地域の一員として安心して暮らせるよう、重層的に連携した支援の
実現に向けて会議を通じて引き続き考え方の共有等を行い、支援体制の構築に努
める。精神疾患の発症予防や重症化予防につながるよう「心のサポーター養成講
座」を実施する。
⑤高齢者や生活困窮者支援の担当部局と連携しゲートキーパーの養成等を行う。
若年層の自殺対策として関係部局間の役割分担表や連携シートを活用する中で、
個々のケースへの迅速かつ適切な対応を図るとともに、夏休み明けの対策を大学
生等若年層の意見を取り入れて実施していく。
⑥長期停電時の受入病院の確保と病院間連携に向けて提起された様々な問題解
決のための意見調整を行い、受入体制の整備に努めていく。
⑦本市においては、毎年一定数の中皮腫死亡者が発生しており、引き続き、アスベ
スト検診の受診勧奨を行うとともに、石綿ばく露疾患の早期発見に向け、「石綿ばく
露胸部CT検査費用助成制度」を周知し、受診につなげ、不安の解消を図っていく。
また、アスベスト対策に関する国の今後の考え方について情報収集に努めるととも
に、石綿健康被害救済制度の充実や健康管理制度の構築等について、国が主催
する石綿読影調査事業実施自治体の担当者会議等の機会を捉え、適宜、国に対
して意見を述べていく。
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５　担当局評価 ６　評価結果
これまでの取組の成果と課題（目標に向けての進捗と指標への貢献度）(令和5年度実施内容を記載) 令和6年度の取組 評価と取組方針

【結核・感染症対策】
（目的）感染症の発生予防及びまん延防止を図る。
（成果）①新型コロナウイルス感染症対応について、当ウイルスが令和5年5月8日に5類感染症に移行した後も、定期的に市医師会と協議の場
を設け顔の見える関係性を築きつつ、治療を必要とする市民が迅速かつ適切な医療を受けられるよう、県が策定した移行計画に基づき医療
提供体制を整備した。また、来るべき新興感染症に備えるため、コロナ禍における保健所の取組等を振り返り、感染症対応の改善点等を検証
するとともに、振り返りを踏まえて予防計画（健康危機対処計画を含む）を策定した。
②結核患者への継続的な服薬支援、積極的疫学調査、接触者健康診断、管理検診等を確実に実施し、結核のまん延防止に取り組み、結核
罹患率は0.2ポイント減少した。(R4：14.5→R5：14.3）（目標指標A)
③風しん抗体検査未検者に対して個別通知し、検査及び第5期定期接種の推進に取り組むとともに、市独自の取組として、風しんの抗体が十
分でない妊娠を希望する女性及びその同居者等を対象に予防接種費用の一部助成をする風しん予防接種推進事業を行った。(助成件数：
R1:197件、 R2:112件、R3:113件、R4：88件、R5:123件)
④HPVワクチン接種については、中1と高1の女子に加えて、新たにキャッチアップ対象となる平成18年度生まれの女子にリーフレット等を送付し
接種率向上に向けた取組を行った。（R3：27.0％  R4：27.3％　R5：28.0％　R4：キャッチアップ1,691件　R5：キャッチアップ2,091件）
⑤新型コロナウイルスワクチン接種について個別接種を通じて乳幼児から高齢者までの希望する人へ接種を実施した。（接種率　初回接種：1
回目：72.6％、2回目：72.4％、追加接種　R5春：16.5％、R5秋：18.8％）
（課題）①新興感染症発生時に備え、予防計画に基づき行動できるよう、平時から保健所職員等を対象に研修・訓練を実施し人材育成を図
るとともに、有事の際に保健所各課で担う業務分担を明確にした班体制を整備し、人員確保（140人想定）及び、衛生研究所における検査能
力（最大110件/日）の確保に努める必要がある。
②結核罹患率は0.2ポイント減少したが、国（R4: 8.2）や県（R4: 9.8）と比べると依然高く、結核患者の約7割以上が65歳以上の高齢者であり、
単身者が全体の半数近くで、生活保護受給者の割合も高い（本市18.6％、国4.4％、県8.1％）。また、高齢者施設で患者が発生した場合、集
団発生のリスクが高くなるが、結核の定期健診の実施義務がない高齢者施設の患者発見の遅れが懸念され、対策が必要である。
③令和元年度から全国で実施している風しん抗体検査及び第5期定期接種と、市独自の妊娠を希望する女性等を対象とした風しん予防接種
事業については、令和6年度が最終年度となるため、積極的に啓発の取組を強化していく必要がある。
④キャッチアップ対象者は、令和6年度が最終年度となるため、積極的に啓発の取組を強化していく必要がある。
⑤新型コロナウイルス感染症の特例臨時接種は令和6年3月31日で終了し、令和6年度からは高齢者インフルエンザワクチンと同様のB類定期
接種（任意）に移行するため、医師会と連携し対象者への制度周知に努める必要がある。

【休日夜間急病診療所の老朽化等への対応】
（目的）安定的かつ安全・安心な一次救急医療体制を確保する。
（成果）⑥令和7年度の移転・建替えに向け、設計業務を完了し、令和6年3月に建築工事請負契約を締結した。また、新施設の運営方法や
現建物の解体手法について、関係団体と今後の方向性の共有を図った。
（課題）⑥建替え後の休日夜間急病診療所の運営方法や現建物解体に係る費用負担、市へ運営主体移行後の公益財団法人尼崎健康医
療財団の在り方について関係団体と協議を行う必要がある。

【動物愛護】
（目的）動物愛護に関する取組の推進に努める。
（成果）⑦動物愛護管理推進計画実施方針に基づき、野良猫の減少に有効なTNR活動のPRを図るため、町会でのポスター掲示や市内主要
駅前での啓発グッズの配布等を行った。加えてボランティアの活動を支援することで所有者不明の猫の収容数が減少（R4：73頭→R5：56頭）
した。また、動物愛護管理推進協議会において、ボランティア活動の支援策について協議し、支援策の拡充につなげた。
⑧多頭飼育問題については、不妊手術の支援や啓発、見回り等、18件に対応したほか、この問題の底辺には飼い主の社会的な孤立を始め複
合的な問題が存在するため、社会福祉、地域コミュニティ、住宅等の関係部門との連携を図る支援者サポート会議において、3件の対象者に
ついて今後の対応を協議した。（目標指標B）
（課題）⑦野良猫の過剰繁殖を起因とした殺処分や地域環境の悪化によるトラブルを減らすため、TNR活動をより広く浸透させる必要がある。
⑧多頭飼育問題や適正飼養に係る啓発を継続的かつ効果的に実施するため、動物愛護推進員等の市民ボランティアと意見交換を重ね、連
携を更に推進する必要がある。

【弥生ケ丘斎場・市墓園】
（目的）今後の死亡者数の増加による火葬需要への対応、墓地区画の整備により、生活衛生面での安全・安心を図る。
（成果）⑨業務の安定性に加え、費用の低減を含めた管理運営の更なる効率化を図るため、指定管理者を公募で決定し、事業移行が円滑に
行えるよう準備した。
（課題）⑨高齢化社会の進展に伴い更なる増加が見込まれる火葬需要への対応について継続した検討が必要である。

【結核・感染症対策】
①予防計画に基づき感染症に関する訓練や研修を開催し、職員の感染症に関す
る意識及び知識の醸成を図るとともに、有事の際に具体的な行動を起こすためのマ
ニュアルを整備する。また、市衛生研究所においても研修の実施やOJTによる人材
育成を図る。
②生活保護受給者に対する結核の正しい知識等の啓発を福祉事務所と連携して
行い、また定期健診の義務がない高齢者施設の入居者の健診状況等を把握する
とともに、施設の感染対策の啓発を行う。更に、新たに高齢者施設等の結核ハイリ
スク健診に取り組む。
③最終年度となる抗体検査及び第5期定期接種と妊娠を希望する女性等に対す
る風しん予防接種事業について、積極的にホームページや市報による啓発を実施
するほか、風しん抗体検査未検者全員に対して個別勧奨を行い、検査及び接種率
の向上を図る。
④キャッチアップ接種が最終年度になることから、中1と高1の女子に加えて、キャッ
チアップ対象のうち未接種の方全員にリーフレット等を送付するほか、実施医療機
関などに啓発ポスターを掲示するなど、接種率向上に向けた取組を推進する。
⑤秋に開始予定の定期接種の実施に向けて、市医師会と調整する中で接種体制
を整備するとともに、ホームページや市報を活用し、制度周知に努め接種率の向上
を図る。

【休日夜間急病診療所の老朽化等への対応】
⑥建て替え後の指定管理者制度を活用した運営方法や現建物の解体時期等の
具体化に向けて関係団体と協議を行う。また、運営を市に移管した後の公益財団
法人尼崎健康医療財団の今後の在り方につき、当財団の設立趣旨を踏まえ検討
を行い、必要に応じて市医師会とも協議を行っていく。

【動物愛護】
⑦市民ボランティアの活動支援を推進するため、保護活動等の支援策の拡充を行
うとともに、更なる支援や連携の推進に向けて、ボランティア団体との意見交換及び
動物愛護管理推進協議会での協議の充実を図る。また、TNR活動を始め、適正飼
養の意識、動物愛護の気運を浸透させるため、バスラッピング広告等の啓発活動
に取り組む。
⑧多頭飼育問題については、支援者サポート会議での関係部署との連携を継続す
るとともに、引き続き、適切な対応を行う。

【弥生ケ丘斎場・市墓園】
⑨指定管理者の円滑な管理運営業務に向けた連携を行うとともに、斎場利用者の
利便性向上を図るため、火葬WEB予約システムの構築に取り組む。また、弥生ケ
丘墓園で90区画の墓地募集を実施する。

・結核対策について、近年、健診の実施義務
がない高齢者施設において結核患者が発生
している現状を踏まえ、速やかに実態把握を
進め、健診未実施の施設に対し、集団感染
のリスク等について丁寧に説明することで、健
診の実施につなげていく。

・動物愛護の推進にあたっては、ボランティア
が果たす役割が大きくなっているため、活動
上の負担が重くなり過ぎないよう、動物愛護
管理推進協議会において、引き続き丁寧に
協議を重ねながら、ボランティア活動の実態
や課題を踏まえた、必要な支援策について検
討する。

・休日夜間急病診療所については、令和7年
度に円滑に供用開始ができるよう、引き続き、
関係団体と連携しながら、新たな運営方法等
について協議していく。

主要事業の提案につながる項目

E

D
休日夜間急病診療所建替えに向けた整備の開始（休日夜間急病診療所整備事業）

費用助成期間の延長（風しん予防接種推進事業）

C

15.1

方向

令和4年度　主要事業名

14.3

72.680.0％ 53.8 75.7 72.4 65.0

実績値

A
結核罹患率
（人口10万人対）

↓ 14.5 人 10.0 20.4 17.3

R5 　令和5年度　主要事業名
指　標　名

基準値
（R3） R3 R4R1 R2

14.5

目標値
（R9）

令和6年度　施策評価表（令和5年度決算評価）
健康支援
08 03

施策名 08 健康支援 展開方向 03 健康で安全・安心なくらしを確保するための体制の充実
　令和6年度　主要事業名

動物愛護推進強化事業
主担当局 保健局

B 猫の譲渡率 ↑ 72.4

18.8人 20.4人

17.3人

15.1人

14.5人14.3人

10人

5人

10人

15人

20人

25人

30人

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

結核の罹患率

基準値 目標値


